
 
帰宅困難者のための備蓄倉庫に対する固定資産税、 

事業所税及び都市計画税の減免要綱 

 

 平成２ ５年１ ０月１日 

 ２ ５ 主税税第 ２ ３ ０ 号 

   局 長 決 定
 

 

改正 平成２９年５月２３日２９主税税第８２号 

改正 平成３０年７月２４日３０主税税第１４４号 

改正 令和元年９月３日３１主税税第１８９号 

改正 令和３年４月２７日３主税税第５６号 

 

 

（目的） 

第１ 東京都は、都内の区市町村と帰宅困難者受入協定を締結する一時滞在施設の確保を税

制面から支援するため、東京都都税条例（昭和２５年東京都条例第５６号）第１３４条第１

項第４号、第１８８条の２３第１項第２号及び第１８８条の３０並びに東京都都税条例施行規

則（昭和２５年東京都規則第１２６号）第３１条第２項及び第３６条の３第２３号の規定に基づ

き、固定資産税、事業所税及び都市計画税の減免を行う。 

 

（対象） 

第２ 減免は、次のものについて行う。 

(１) 固定資産税及び都市計画税 

   補助対象備蓄品（東京都民間一時滞在施設備蓄品購入費用補助金交付要綱（平成２

５年６月２４日２５総防管第４０９号。以下「補助金交付要綱」という。）第６条第１項に

規定する補助対象備蓄品をいう。以下同じ。）及び補助対象資器材（補助金交付要綱

第７条第１項に規定する補助対象資器材をいう。以下同じ。）又は配備する備蓄品（東

京都民間一時滞在施設備蓄品配備事業実施要綱（令和元年５月２１日３１総防管第４７９

号。以下「配備事業実施要綱」という。）第５条第１項に規定する配備する備蓄品を

いう。以下「配備備蓄品」という。）の保管場所の用に供する家屋（補助金交付決定

通知書（補助金交付要綱第１０条第１項に規定する補助金交付決定通知書をいう。以下

同じ。）により通知を受けた補助対象となる備蓄品又は譲渡契約（配備事業実施要綱

第８条に規定する譲渡契約をいう。）に基づき譲渡された備蓄品（以下「譲渡備蓄品」

という。）の保管場所に係る部分（以下「備蓄倉庫」という。）に限る。）。ただし、

有料で借り受けた者又は保管料若しくはこれに類するもの（以下「保管料等」という。）



 
を得た者が当該用に供している場合を除く。 

 

(２) 事業所税 

   補助対象備蓄品及び補助対象資器材又は配備備蓄品の保管場所の用に供する施設

（備蓄倉庫に限る。）。ただし、保管料等を得た者が当該用に供している場合を除く。 

 

（減免の割合） 

第３ 減免の割合は、次によるものとする。 

(１) 固定資産税及び都市計画税 １０割 

(２) 事業所税 資産割の１０割 

 

（減免の期間） 

第４ 減免の期間は、次によるものとする。 

(１) 固定資産税及び都市計画税  

    一の民間一時滞在施設（補助金交付要綱第２条及び配備事業実施要綱第２条に規定

する民間一時滞在施設をいう。以下同じ。）について、補助金交付決定通知書を発し

た日（以下「補助金交付決定日」という。）又は譲渡備蓄品の受領日（帰宅困難者の

ための備蓄倉庫に対する固定資産税等の減免に係る現地調査実施要領（令和元年９月  

４日３１総防管第１２７２号）第５条に基づき通知する受領日をいう。以下「受領日」と

いう。）以後最初に到来する第一期納期限に係る年度から５年度分（各年度の減免は、

申請後初めて到来する納期限に係る分から適用する。補助金交付要綱第１６条第１項

の規定による交付の決定の全部の取消し若しくは全ての補助対象備蓄品及び補助対

象資器材について、同第２０条第３項に規定する処分があった場合における当該取消

事由等の生じた日（以下「取消事由等発生日」という。）又は全ての譲渡備蓄品につ

いて、配備事業実施要綱第８条第２項第２号に規定する処分若しくは同条第３項第１

号（１）から（３）までに規定する毀損、滅失、使用若しくは処分があった場合にお

ける当該処分等の生じた日（以下「処分等発生日」という。）以後に到来する納期限

に係る分を除く。） 

   ただし、既に減免を受けている一の民間一時滞在施設について、減免の期間中に新

たな補助金交付決定通知書を発した場合又は新たな譲渡契約に基づく譲渡備蓄品の

受領があった場合には、当該補助金交付決定日又は当該受領日を基準とする。この場

合、従前の減免の期間は、当該補助金交付決定日又は当該受領日の属する年度分まで

とする。 

 



 
(２) 事業所税 

   一の民間一時滞在施設について、補助金交付決定日又は受領日から５年を経過する

日までに終了する事業年度分（取消事由等発生日又は処分等発生日以後に終了する事

業年度分を除く。） 

   ただし、既に減免を受けている一の民間一時滞在施設について、減免の期間中に新

たな補助金交付決定通知書を発した場合又は新たな譲渡契約に基づく譲渡備蓄品の

受領があった場合には、当該補助金交付決定日又は当該受領日を基準とする。 

 

（減免申請の手続） 

第５ 減免を受けようとする者は、知事が必要と認める書類を知事に提出しなければならな

い。 

 

（減免の取消し） 

第６ 知事は、減免を受けた者が、この要綱に定める要件に該当しないことが明らかとなっ

た場合には、当該減免を取り消すものとする。 

 

（減免事務の運営） 

第７ 減免事務の運営については、この要綱に定めるところによるほか、別に定めるところ

による。 

 

（実施時期） 

第８ この要綱は、平成２５年１０月１日から実施する。 

 

   附 則（平成２９年５月２３日２９主税税第８２号） 

（実施時期） 

 この要綱は、決定の日から実施する。 

 

   附 則（平成３０年７月２４日３０主税税第１４４号） 

（実施時期） 

第１ この要綱は、決定の日から実施する。 

（経過措置） 

第２ 平成３０年５月２２日以前に発出された交付決定通知書に係る減免については、第４

（１）ただし書及び同（２）ただし書に該当する場合を除き、なお従前の例による。 

 



 
   附 則（令和元年９月３日３１主税税第１８９号） 

（実施時期） 

 この要綱は、決定の日から実施する。 

 

附 則（令和３年４月２７日３主税税第５６号） 

（実施時期） 

 この要綱は、決定の日から実施する。 


